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はじめに 

 

芦北町では、令和２年７月豪雨により河川の氾濫や土砂崩れが町内各所で発生し、

多くの方の尊い命と財産が奪われました。 

お亡くなりになられた方々に衷心より哀悼の意を表しますとともに、被災された多

くの方々に心からお見舞い申し上げます。 

また、災害発生直後から、国や県、他の自治体や民間ボランティアの皆様など、様々

な形で本当に多くの方々から御支援をいただいており、改めて深く感謝申し上げます。 

 

さて、町内には未だ多くの災害の爪痕が残されており、被害の甚大さを日々思い知

らされているところですが、この未曾有の大災害から立ち上がり、ふるさと芦北の原

風景を取り戻すべく、この度「芦北町復旧・復興計画」を策定しました。 

一日も早く芦北町の復旧・復興を成し遂げるために、「芦北町総合計画（第二次）

後期基本計画」に掲げる「すべては、次代を担う子どもたちのために」という揺るぎ

ない基本理念を根幹としながら、本計画では、『自然と共生する安全・安心の「新し

いあたりまえ」を創造する』という理念の下、今後取り組んでいく施策を体系的にま

とめ、復興の指針をお示ししております。 

 

全国的に大規模災害が頻発し、これまで「あたりまえ」と考えていたものが通用し

ない時代となっています。今までの「あたりまえ」にとらわれることなく、「新しい

あたりまえ」を町民の皆様と共に創造して参りたいと考えております。 

 

復旧・復興なくして、芦北町の未来を語ることはできません。この令和３年を「復

興元年」と位置づけ、町民の皆様に御協力いただきながら、職員一丸となって業務に

邁進して参ります。 

 

将来世代にわたって安心して暮らせるまちづくりを進めるため、町民の皆様はもと

より、国や県をはじめとする関係機関、関係各位の一層の御理解と御協力を賜ります

ようお願い申し上げます。 

 

 

令和３年（２０２１年）２月  芦北町長 竹﨑 一成  
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Ⅰ 計画の趣旨／期間 
 

１ 計画の趣旨・目的 

芦北町では、７月３日から４日にかけて線状降水帯が発生し、町内全域に猛烈な雨

が降り、各所で災害が発生しました。 

特に、７月４日未明から朝にかけて白石地区や箙瀬地区などの球磨川流域をはじめ、

佐敷川、湯の浦川、田浦川、吉尾川など各流域で広範囲に及ぶ河川の氾濫に加え、道

路崩壊や土砂崩れにより多数の地域が孤立する事態となりました。 

過去に例を見ないほどの大規模災害に見舞われたことで、町民の住まいやなりわい、

公共施設や道路などの社会基盤が甚大な被害を受けました。また、地域コミュニティ

の衰退の懸念が強まるとともに、再び起こるかもしれない災害への不安などの新たな

課題も増え、単なる復旧・復興にとどまらない、一歩踏み込んだまちづくりが求めら

れています。 

このような中、豪雨災害で失われた日常を速やかに取り戻し、被災前よりも輝く芦

北町をつくり、次世代に繋いでいく「創造的復興」を成し遂げるため、令和２年度（2020

年度）から令和５年度（2023 年度）までの取組をまとめた「芦北町復旧・復興計画」

を策定しました。 

本計画では、防災機能の向上、町内事業者の早期事業再開や発展的事業展開などを

支援し、今なお避難生活を続ける町民の方々をはじめ、被災された地域の「生活再建」

と、生活の再建に欠かせない「なりわい再建」、「社会機能の回復」を重点施策とし、

町全体の日常生活の向上を図るために取組を推進します。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、町の最上位計画である芦北町総合

計画（第二次）に基づく基本計画と位置づけて

います。 

総合計画の基本理念である「すべては、次代

を担う子どもたちのために」の下に、芦北町総

合戦略（まち・ひと・しごと創生総合戦略）と

の整合性を図りながら、一日も早い復旧・復興

を実現するための計画としました。 
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３ 計画の期間 

本計画の計画期間は令和２年度（2020 年度）から令和５年度（2023 年度）までと

します。 

また、単なる復旧・復興にとどまらない創造的復興を行っていくために、まちづく

りの方向性を町民と共有するとともに、復旧・復興が進む中で、新たに生じるニーズ

や課題等を整理しながら必要に応じて見直すなど、柔軟に進捗管理を行っていきます。 

 

４ 計画の理念・方向性 

 

 

 

 

令和２年７月豪雨からの復旧・復興に当たり、本町の復旧・復興計画の理念を「自

然と共生する安全・安心の『新しいあたりまえ』を創造する」として掲げます。 

世界的な気候変動により、大規模災害が毎年のように発生している昨今の気象環境

下においては、今後、誰もが安全・安心に暮らせるまちづくりを行っていくために、

これまで「あたりまえ」とされていたことを前提とせず、常に「あたりまえ」を疑い

検証しながら、これからの「新しいあたりまえ」を意識し、自ら創造していく必要が

あります。 

今回の災害を乗り越え、時として脅威となり得る自然との新たな共生関係を構築し

ながら、防災・減災に取り組む様々な施策とともに、新たな時代の新たな価値観を町

民の皆様と共有できるまちづくりを進めるという思いを込めました。 

この理念のもとに、以下５つの取組を設けて、各施策を展開します。 

  

自然と共生する安全・安心の「新しいあたりまえ」を創造する 
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4 

 

 

１ 組織 

復旧・復興の方針や計画の設定、各課が担う取組の総合調整や全庁的な情報共有を

図るため、令和２年（2020年）８月１８日に「芦北町復興推進本部」を設置。 

芦北町復興推進本部設置と併せ、復旧・復興推進室を設置し、以下の役割を担う。 

①復旧・復興計画の策定、進捗管理 

②国や県など関係機関との連絡調整や必要に応じた制度要望 

③復旧・復興に関する情報や課題の共有を目的とする庁内ワーキング会議の調整 

④被災時の状況や今後の地域づくりに必要なことなど、現地の声を聴くことを目的

とした、被災者及び被災事業者のヒアリングの実施 

 

２ 人的支援 

・自治体からの中長期派遣 １３名（令和２年度実績見込） 

（熊本県２名、熊本市４名、福井県２名、滋賀県１名、鳥取県１名、高知県２名、山口県１名） 

・熊本県から町復興推進本部へのアドバイザー派遣 １名 

 

３ 財政的な対策 

①災害救助法の適用による財政負担の軽減 

・救助対策に係る費用負担：国 1/2、県 1/2 ※対象経費の上限あり 

・救助内容       ：避難所の設置、非常食・飲料水の提供、 

住宅応急修理、学用品の供与 等 

②普通交付税の繰上げ交付による財源確保 

③激甚災害の指定による補助事業の補助率増高申請 

④国庫補助金・交付金の活用、特別交付税等の要望 

⑤災害復旧事業債等の償還期限延長及び交付税算入率増嵩の要望 

⑥農地等小災害復旧事業債の適用 

⑦芦北町財政調整基金の活用 

⑧球磨川流域復興基金の活用 

⑨ふるさと納税・企業版ふるさと納税の活用 

⑩その他、寄付金の活用、義援金等の配分 

  

Ⅱ 復旧・復興を進める体制 
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４ 今後の進捗管理及び計画の見直し 

本計画は、今後の復旧・復興の状況に応じて適宜見直しを行うものとし、計画検証

のために「復旧・復興計画検証会議（仮称）」を設置します。年２回（９月・３月）

の進捗状況の確認とあわせて、必要に応じて計画を改定します。 
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１ 被害の概要 

（１）令和２年７月豪雨の概要  

令和２年７月４日未明から朝にかけて、熊本県南部を中心に局地的に猛烈な雨や

非常に激しい雨が降り、芦北町（以下「本町」とする。）付近では、午前３時２０

分に約１１０ｍｍの猛烈な雨を観測し、記録的短時間大雨情報が発表されました。

その後も本町をはじめ、県南地域を中心に１時間に約１１０ｍｍから１２０ｍｍ以

上の猛烈な雨を観測し、午前６時３０分までに４回の記録的短時間大雨情報が発表

され、同日午前４時５０分に天草・芦北地方、球磨地方、宇城八代に大雨特別警報

が発表されました。この大雨特別警報は、４日午前１１時５０分にすべて警報に切

り替わりました。 

本町においては、町が設置する雨量計においては、７月４日の午前３時から４時

の１時間に９２ｍｍを観測しました。７月の累計雨量に占める７月４日の１日雨量

は３割～４割に相当し、熊本県年間降水量（２，０００ｍｍ）と比較しても２割相

当が１日で降り続きました。 

また、気象庁が設置するアメダス田浦観測局では、３時間降水量、６時間降水量、

１２時間降水量、２４時間降水量について、統計開始年（１９７６年）以降、観測

史上最高となる降水量を記録しました。 

 

表－町雨量計による７月豪雨の観測値 

観測日 区分 芦北 吉尾 湯浦 大野 田浦 平均 

７月４日 

（土） 

最大時間 

雨  量 

3-4時 3-4時 3-4時 3-4時 5-6 時 - 

92.0㎜ 85.5㎜ 83.5㎜ 87.5㎜ 72.5 ㎜ 84.2㎜ 

１日雨量 485.0㎜ 468.5㎜ 454.5 ㎜ 463.0㎜ 359.0 ㎜ 446.0㎜ 

 

表－町雨量計による７月豪雨と梅雨期比較 

観測期間 芦北 吉尾 湯浦 大野 田浦 平均 

７月累計 

7/1～7/30 
1,306.5 ㎜ 

1,258.0 ㎜ 

※1 
1,299.5 ㎜ 1,334.0㎜ 1,103.5 ㎜ 1260.3㎜ 

Ｒ２年梅雨期 

6/11～7/30 
1,783.5 ㎜ 

1,922.5 ㎜ 

※1 
1,827.5 ㎜ 1,869.5㎜ 1,577.0 ㎜ 1796.0㎜ 

Ｒ１年梅雨期間 

6/26～7/25 
776.0 ㎜ 941.4 ㎜ 838.5 ㎜ 906.5㎜ 755.5 ㎜ 843.6㎜ 

※1 7/5～7/7 観測器故障による欠測あり  

Ⅲ 被害の概要 
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表－田浦観測局による観測値 

観測日 令和２年７月３日～４日 

田浦観測局アメダ

ス降水量の極値 

１時間降水量 

（7/4 06:11） 
８６．５ｍｍ 

積算降水量 

４６５．５ｍｍ 

３時間降水量 

（7/4 06:00） 
１９０．５ｍｍ 

６時間降水量 

（7/4 06:30） 
３２５．５ｍｍ 

１２時間降水量 

（7/4 08:10） 
３８６．５ｍｍ 

２４時間降水量 

（7/4 09:40） 
４２５．５ｍｍ 

 

 

 

図－田浦の雨の状況（令和２年７月３日～令和２年７月４日） 

 

出典：熊本地方気象台資料 

 

 

 

  

1時間降水量 積算降水量 
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（２）人的被害  

１）被害状況 

観測史上最大の雨量で、町内全域に未曽有の被害をもたらした豪雨災害により、

本町では１１名もの尊い命が失われました。また、今なお１名の方が行方不明と

なっています。 

表－人的被害 

区分 芦北町 葦北郡内 県全体 

人的被害 

(人) 

死者 １１ １４ ６５ 

行方不明者 １ 1 ２ 

 

    

写真－人命救助活動の状況 

 

２）救助、捜索活動の状況 

７月４日の災害対策本部設置直後に陸上自衛隊第八師団への応援を県に要請し、

田川・女島・小田浦行政区において、昼夜を問わず人命救助活動や安否確認のた

めの捜索が行われました。また、孤立した集落の住民の救助、生活物資の搬送や

土砂で埋まった道路の啓開などに延べ８，８００人が活動しました。 

また、熊本県・熊本県警察・水俣芦北広域消防・佐賀県・宮崎県・気象庁・国

土交通省・ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）等がプッシュ型支援で駆けつけられ、

本町災害対策本部と連携して救援活動が行われました。 

芦北町消防団や町内各自主防災組織においても、発災前から警戒活動を実施し、

発災後においても、救助活動や炊き出しなど多様な活動が行われました。 

   

写真－救助、捜索活動の状況  
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（３）住家被害  

広範囲に降った大量の雨により、本町中心部を流れる佐敷川が氾濫し、芦北ＩＣ西

側にある佐敷中学校付近や道の駅付近において、１．５ｍ～２．３ｍの高さの洪水痕

跡が認められ、車道部には厚さ２０cm程度の泥が堆積するなど、本町佐敷付近を中心

に大きな被害が発生しました。そのほか、本町東部を流れる球磨川をはじめ、湯の浦

川、田浦川、吉尾川など町内の複数河川で氾濫が発生しました。 

また、至る所で土砂崩れも発生し、多くの建物が倒壊・損壊、流出しました。住家

被害に伴い７月３日から開設していた避難所には、最大で２４９名（７月１１日）の

方が避難されました。 

被災した住家からは、処分を余儀なくされた家財道具などが大量に発生（いわゆる

災害廃棄物）したことから、仮置場を設置し受入れを開始したことに加え、環境省や

町外からの応援自治体並びに応援業者の協力を受けながら回収も行いました。 

なお、罹災証明の交付件数全体における全壊、大規模半壊の割合は１４．８％とな

っており、甚大な被害を受けた建物は、佐敷川や球磨川沿いの集落に集中しています。 

 

 

表－罹災証明書交付状況           令和３年１月２９日現在 

交付世帯数（件） 

 
全壊 

大規模 

半 壊 
半壊 準半壊 

一部 

損壊 

１，８４７ ７３ １５７ ９３４ １８３ ５００ 
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写真－建物被害の状況  



11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－令和２年７月豪雨による住家被害の分布 

※本資料は速報値で算出しており、今後変更の可能性があります。  
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図－令和２年７月豪雨による佐敷川水系浸水区域（町中心部） 

※洪水痕跡調査などにより浸水区域・浸水深を推定しています。 

※本資料は速報値で算出しており、今後変更の可能性があります。 

出典：熊本県 

  

【凡例】 

：浸水区域   

：床上浸水区域 
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図－浸水範囲 

 

※令和２年７月豪雨による浸水区域図（球磨川）と浸水想定区域図（想定最大規模：

Ｌ２）の重ね合わせ 

※洪水痕跡調査などにより浸水区域・浸水深を推定しています。 

※本資料は速報値で算出しており、今後変更の可能性があります。 

出典：八代河川国道事務所提供資料 
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（４）公共施設等被災状況  

公共施設等の被害状況は、役場本庁舎の浸水をはじめ、児童館や公民館等のコミュ

ニティ施設や海路小学校等の学校教育施設、射場団地などの町営住宅、多くの施設が

被災しました。 

表－公共施設等の被災状況 

分

野 
施設名称 住所 損害の程度・状況 

庁
舎 

役場本庁舎 芦北２０１５番地 施設浸水（３５cm）、ｴｱｺﾝ室外機故障 

役場農林水産課棟 芦北２０１５番地 床上浸水（３７cm）、ｴｱｺﾝ室外機故障 

大野出張所 
天月１３４４番地

２ 
床上浸水（２５cm）、ｴｱｺﾝ故障 

吉尾出張所 吉尾５２３番地２ 施設浸水（６４cm）、屋外ﾄｲﾚ故障 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
施
設 

社会教育ｾﾝﾀｰ 佐敷２０６番地１ 床上浸水（９０cm）、ﾎｰﾙｶﾞﾗｽ破損 

大尼田地区生涯学習 

ｾﾝﾀｰ 

大尼田１６４５番

地 
昇降口浸水、水道施設破損 

上田浦地区社会教育 

ｾﾝﾀｰ 

井牟田１８００番

地 
１階一部浸水、泥堆積 

芦北児童館 佐敷１１１番地１ 床上浸水（１００cm）、床板・壁破損 

湯浦児童館 湯浦１８８番地１ 床上浸水（１０cm）、床板・壁破損、ｴｱｺﾝ故障  

診
療
所 

芦北町国民健康保

険吉尾温泉診療所 

吉尾２４番地の４ 
診療所床上浸水（２２６ｃｍ） 

玄関ｶﾞﾗｽ破損、ﾚﾝﾄｹﾞﾝ等医療器材･ 

電算ｼｽﾃﾑ水没 

住宅床上浸水（１８０ｃｍ） 

学
校 

佐敷小学校 道川内３１番地 校舎・体育館・屋外ﾄｲﾚ床上浸水（５０cm）、 

ﾌﾟｰﾙ床割れ 

佐敷中学校 花岡４９６番地２ 校舎・体育館・特別教室床上浸水（１００cm）、 

ﾌﾟｰﾙ設備被害 

海路小学校（休校） 海路１５８３番地 校舎・倉庫床上浸水（１５０cm） 
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町
営
住
宅 

射場団地 花岡１８３６番地 床上浸水（１２cm）６戸、床下浸水９戸 

向町団地 佐敷４９３番地２ 床下浸水４戸 

大丸団地 計石１２７８番地 床下浸水１０戸 

洲崎団地 小田浦７８３番地１ 床下浸水４戸 

江口団地 小田浦３３１５番地 床下浸水３戸 

黒崎団地 田浦町４５０番地 床上浸水（２２cm）２２戸、床下浸水３６戸 

海浦団地 海浦１４９３番地４ 床下浸水８戸 

元電々公社住宅 佐敷３８番地１ 床上浸水（１９１cm）、室内浸水（１７６cm）  

湯町引揚者住宅 湯浦１８２番地２ 床上浸水（１０６cm）、畳・壁破損 

文
化
財 

武徳殿 佐敷２０５番地 床上浸水（３０cm）、床板歪み、収蔵物水没 

文化財管理棟 佐敷２０５番地 床上浸水（１５０cm）、収蔵物水没 
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２ 分野別被災状況 

（１）道路・河川・橋梁  

主要道路の主な被害状況としては、土砂流出等により国道３号の二見トンネル～佐

敷トンネル間（約１５．５km）が通行止めとなり、南九州道日奈久ＩＣから水俣ＩＣ

間も通行止めになるなど、各所で被害が発生しました。また、町内各所で法面崩落や

土砂流出、路面冠水、路面洗掘、堤防決壊、橋桁流出等、数多くの被害が発生し、長

期間通行止めが続いた路線もあり、町民生活や経済活動に大きな影響を及ぼしました。 

 

    

写真－球磨川沿川の被災した町道川嶽線    写真－被災した町道屋敷野線 

   

写真－橋脚だけ残った神瀬橋     写真－護岸ごと被災した県道一勝地神瀬線 

    
写真－佐敷川一帯の浸水         写真－護岸が決壊した河川  
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（２）土砂災害  

主に中山間部において、多数の山腹崩壊による被害が生じました。 

    

写真－滝の上地区の土石崩れ     写真－女島地区の土砂崩れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－治山事業・治山施設災害復旧事業箇所位置図 

※特に大規模に被災した国代行事業箇所のみ記載。 

県・町実施事業は箇所多数のため割愛。 
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（３）農林水産被害 

主に水田への土砂流入や冠水による農作物への被害、農地の法面崩壊、山地崩壊や

それらに伴う林道施設の損壊、水産物のへい死・流出や養殖関連施設・漁船等の破損

等、甚大な被害が発生しました。 

     

写真－土砂により農地が埋まった宮浦地区    写真－吉尾川の流れが変わり被災した大岩地区 

 

 

図－農業災害被害箇所  
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（４）観光施設被害  

芦北海浜総合公園や佐敷宿交流館桝屋、湯浦温泉センター、吉尾公衆浴場などが床

上浸水等により被害を受けました。また、その他町内の主要な観光施設である、道の

駅「芦北でこぽん」の商品や冷蔵設備等が浸水により建物や、設備、商品に被害を受

けました。（豪雨から約２か月経過した令和２年９月５日から営業を再開しています） 

 

表－観光業被害 

施設名称 住所 損害の程度・状況 

薩摩街道佐敷宿交流館 佐敷１００番地１ 床上浸水（約１６０cm） 

吉尾温泉公衆浴場 吉尾２４番地３ 床上浸水（約４ｍ）休憩室、 

天井・壁破損。浴場は汚泥堆積 

芦北海浜総合公園 鶴木山１４００番地 床上浸水（約１００cm） 

油圧ユニット機器、山麓ベルト

コンベア等が水没により故障 

町営湯浦温泉センター 湯浦２２２番地４ 床上浸水（約９０cm） 

浄化槽制御盤、エアコン、 

ガス給湯器、源泉ポンプ、 

送湯ポンプ、 

ボイラー、滅菌機等故障 

道の駅「でこぽん」 佐敷４４３番地 床上浸水（約１５０cm）壁破損、 

機器類が水没により故障。 

商品は全て廃棄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－被災した芦北海浜総合公園    写真－浸水した道の駅「芦北でこぽん」 
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（５）ライフライン被害  

上水道施設については、複数の水道水源や取水施設の水没により、町営水道が全戸

断水するなどの大きな被害が生じました。断水中は、熊本市、玉名市、天草市、上天

草市、益城町、大津菊陽水道企業団などの県内応援のみならず、福岡市、宮崎市、鹿

児島県出水市などからも給水車による応急給水を実施しました。 

排水施設については、芦北処理場や女島西処理場が施設内への浸水により被災した

ほか、農業集落排水施設は、集排戸数１，３７５戸のうち９７０戸に影響が出ました。 

電気については、土砂崩れなどに起因する電柱の倒壊等により最大で２，３００戸

の停電が発生しました。 

ＬＰガスについては、河川等の増水によるＬＰガス容器の流出等が発生し、町内全

体で４０９件の被害が発生しました。 

 

表－各ライフライン被害状況 

種 類 契約戸数 停電戸数 停電割合 

電気 約１１，０００ 約２，３００ ２０．９％ 

資料:九州電力、概数  

 

種 類 供給戸数 被害件数 復旧済 避難中 復旧不能 

ＬＰガス 一般消費者 ５，０３５ 
４０９ 

(８．０％) 
２６９ ６０ ８０ 業務用施設 １０９ 

計 ５．１４４ 

資料:県ＬＰガス協会  

 

種 類 供給戸数 断水戸数 断水期間 

上水道 ４，９９０ ４，９９０ 
令和２年７月４日～７月８日 

※うち１０戸については～令和２年７月２３日 

 

 

種 類 集排戸数 影響戸数 被災期間 

農業集落排水 １，３７５ ９７０ 

令和２年７月４日 
※職員手動にて稼働したため、被災
期間は１日のみとしている。 
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３ 対応状況等 

（１）災害対策本部の設置  

・令和２年７月４日２時４３分  芦北町災害対策本部設置 

（８月１８日までに災害対策本部会議を３５回開催） 

・令和２年８月１８日以降は芦北町復興推進本部に移行 

（令和３年２月１日現在継続中） 

・令和２年１１月２日１１時００分  芦北町災害対策本部解除 

 

（２）避難情報の発令状況  

令和２年７月３日１８時００分  予防的避難情報 

令和２年７月４日 １時１３分  避難準備・高齢者等避難開始 

令和２年７月４日 ２時４３分  避難勧告 

令和２年７月４日 ５時００分  災害発生情報 

令和２年７月４日１３時００分  避難勧告（令和３年２月１日現在継続中） 

 

（３）避難所運営  

７月３日に５箇所の避難所（地域活性化センター、交流センター、大野出張所、吉

尾出張所、きずなの里）を開所し、その後、順次、町内各所の指定避難所を開所し、

今回の豪雨災害において最大で９箇所の指定避難所を開所しました。 

最も避難者が多かった日は９箇所の避難所合計で１１９世帯、２５４人の方が避難

した７月１１日（土）で、全ての避難所を閉鎖した令和２年１１月１日（日）までの

間、延べ６，７６９人の方々が避難所での生活を余儀なくされました。 

表－指定避難所状況 

 避難所 開設期間 避難者総数 １日の最大避難者数 

１ 地域活性化センター 7/3～8/16 ３２８名 ２１名（7/5） 

２ 交流センター 7/3～9/30 １，８６９名 １１９名（7/7） 

３ 吉尾出張所 7/3～7/26 ５０名 ６名（7/17～21） 

４ きずなの里 7/3～9/30 ２，００８名 ６７名（7/7） 

５ 大野構造改善センター 7/4～7/26 ２０８名 ２３名（7/10～11） 

６ 多目的研修センター 7/5～8/ 3 ２３３名 ２８名（7/10） 

７ あしきた青少年の家 7/8～7/31 １０１名 １５名（7/11、24） 

８ ゆめもやい 7/8～11/1 １，９７２名 ７０名（7/8） 

合計 ６，７６９名  
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写真－避難所の状況 

 

（４）災害廃棄物の処理  

令和２年７月豪雨に伴う災害廃棄物の処理実績は、令和２年１２月末時点において、

約７，１００トンとなっております。 

木くず、混合物（可燃ごみ）、畳で約５割を占めております。 

なお、公費解体工事が活発化してきており、今後処理実績に反映されてくるものと

見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－災害ゴミ廃棄物仮置場    写真－小泉環境大臣が廃棄物仮置場を視察 
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表－災害廃棄物処理実績（令和２年１２月３１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-災害廃棄物の構成  

災害廃棄物処理実績 

分類 （単位：ｔ） 

木くず 2,015.7 

畳 802.4 

可燃ごみ 499.3 

ソファ、マット 124.3 

混合物（可燃） 1,019.5 

金属のみ 599.8 

家電類 225.6 

廃タイヤ 15.3 

瓦 411.1 

コンクリート 79.0 

廃プラ 495.9 

その他 850.6 

合計 7,138.5 

木くず

28.2%

畳

11.2%

可燃ごみ

7.0%

ソファ、マット

1.7%

混合物（可燃）

14.3%

金属のみ

8.4%

家電類

3.2%

廃タイヤ

0.2%

瓦

5.8%

コンクリート

1.1%
廃プラ

6.9%

その他

11.9%

災害廃棄物処理実績構成

木くず 畳 可燃ごみ ソファ、マット

混合物（可燃） 金属のみ 家電類 廃タイヤ

瓦 コンクリート 廃プラ その他
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（５）応急仮設住宅の整備  

災害援助法第２条に基づき、自らの資力では住宅を確保することができない被災者

に対し、一時的な居住の安定を図るため、応急仮設住宅（60戸）を女島活力推進セン

ターゆめもやいに整備しました。 

また、民間賃貸住宅を借り上げ、無償で提供する民間賃貸住宅（みなし応急仮設住

宅）借上げ制度により、仮住まいを提供しています。 

 

   

写真－応急仮設住宅 

 

（６）公費解体（被災した住宅の解体）  

令和２年９月２４日から、住宅の公費解体に着手しました。この解体は、県内被災

自治体では一番に着手し、今後、町内で約３００戸の解体を予定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－被災した家屋の解体状況 
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４ 復旧・復興に向けたまちづくりの課題 

課題１≪生活再建≫                               

・避難生活等を送る被災者が、一日も早く、安全・安心で落ち着いた日常生活を送

れるようにすること。 

・被災者に寄り添い、生活再建に向けた支援、福祉サービスや見守り等による心の

ケアに取り組むこと。 

・各種サービスの再開、移動手段の確保など、安心して暮らせる生活環境や子育て

支援環境を早期に整えること。 

・今回の避難行動を検証し、自助・共助・公助による助け合いの仕組みや早期避難

を促す体制づくり・システムづくりに取り組むこと。 

 

課題２≪産業振興≫                               

・農林水産業や商工業をはじめとする本町の経済・産業活動を支援すること。 

・地域産業の早期回復による雇用確保を図るとともに、地域活力を再生・創出する

こと。 

・農林水産基盤の早期復旧、事業再開への支援及び担い手育成を支援すること。 

 

課題３≪社会基盤≫                               

・道路や河川などの被災箇所を早急に復旧させるとともに、必要となる対策につい

ても実施すること。 

・単なる復旧にとどまらず、創造的復興の視点で再考し、再生すること。 

・地域の理想とする将来像を意識し、限られた財源や人的資源を最大限に有効活用

するための復旧・復興の計画を検討すること。 

 

課題４≪教育・文化≫                               

・本町の歴史・文化や豊かな自然環境等を、復旧・復興の中で最大限に保全・活用

すること。 

・被災した子どもたちの心をケアするとともに、早急に教育環境の復旧を図ること。 

・社会教育施設等を早期に復旧し、様々な世代の交流が生まれる、多様な学びの場

を創出すること。 

・本町に対する『誇り』を持てるまちづくりを進めること。 

 

課題５≪コミュニティ≫                             

・町民等に対して、復旧・復興の状況等を分かりやすく情報提供すること。 

・これまで培ってきた地域コミュニティを再建すること。 

・次の災害に備え、地区単位の防災対策を万全なものとすること。 

・復旧・復興を通じた全国各地との交流やつながりを、地域再生の取組みの中で活

用すること。  
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≪被災者の生活再建≫ 

これまで、仮設住宅の建設や被災住宅の公費解体など、被災者の生活を支援するた

めの取組を進めてきました。一日も早く被災前の日常生活を取り戻せるよう、今後も

住まいの確保と生活の再建支援を継続していきます。 

また、今回の災害の教訓を活かし、防災計画等の見直しのほか、緊急時の情報通信

機能の強化など、町の防災力を向上させ、安全・安心があたりまえにある、輝きのあ

る暮らしを実現します。 

 

（１）住まい・生活再建の支援  

発災後、仮設住宅の建設や応急修理など住まいの確保や再建を第一に、各支援を実

施してきました。 

今後も被災者に寄り添い、生活再建に必要なサポートを適宜・適切に行います。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）住まいの確保と再建支援  

 

○応急的な住まいの確保と適切な運用 

住宅が全壊又は大規模半壊・半壊で居住できない方及び長期避難世帯の方の応急的

な住まいを確保するため、県により仮設住宅の建設、民間住宅の借上げ（みなし仮設）

が行われました。 

本町においても、町営住宅や御立岬公園の宿泊施設にて避難者を受入れるなど、早

急に応急的な住まいの確保に取り組みました。 

１「新しい日常」を築き、輝きを取り戻す 

Ⅳ 創造的復興に向けた取組 

○応急的な住まいの確保と適切な運用 

○住まいの再建支援 

 

 

ⅰ）住まいの確保と再建支援 

ⅱ）継続した生活再建の支援 

（１）住まい・生活再建の支援 

○暮らしの再建支援 

○減免措置等による被災者の負担軽減 

○見舞金･義援金の配分 

○見守り支援の継続 

○町外避難者等の利便性向上 

○地域医療の体制づくり 
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今後、入居者の生活状況を注視しながら、必要に応じて仮設住宅の入居期間延長や

災害公営住宅等も視野に入れ、適切な住まいの確保を行っていきます。 

また、避難者の退去完了後、仮設住宅の活用策についても検討します。 

 

○住まいの再建支援 

被災した住宅を修理・改修される方への支援を行うとともに、解体を余儀なくされ

た方には公費での解体や自費解体の費用の支援を行います。 

また、住宅再建に伴う金融機関融資の利子助成や仮設住宅等からの転居費用の助成

など、必要な支援を県と連携して実施します。 

 

 

ⅱ）継続した生活再建の支援  

 

○暮らしの再建支援 

被災者の経済的な負担を軽減するため、生活再建支援金の支給や災害援護資金の貸

付などにより、暮らしの再建に向けた支援を行ってきました。 

今後も必要な支援を届けられるよう、周知徹底を図っていきます。 

 

○減免措置等による被災者の負担軽減 

被災者の経済的な負担を軽減するため、町税等の減免措置を実施しています。今後

も被災者の状況にあわせて、減免措置を行います。 

 

○見舞金・義援金の配分 

被災者の方への支援のため、災害見舞金や災害弔慰金を支給し、県内外から寄せら

れた義援金については、芦北町災害義援金配分委員会を設置し、被災の状況にあわせ

て配分を行いました。 

今後配分する義援金についても、適切に配分を行っていきます。 

 

○見守り支援の継続 

被災者の生活を見守り、必要な支援をすみずみまで届けるため、地域支え合いセン

ターと連携して、被災者の生活状況を聞き取り、医療・介護など必要な支援措置に繋

げます。 

今後も被災者一人一人へのサポートを継続し、心身の負担を軽減させ、安心して生

活できるよう支援します。 

 

○町外避難者等の利便性向上 

町税等のコンビニ収納を可能にし、町外への避難者を含め、町民の利便性向上を図

ります。 
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○地域医療の体制づくり 

誰もが医療機関を受診できるよう関係機関と連携し、地域の実態に即した医療体

制・環境づくり（送迎等）に取り組みます。 

 

 

（２）防災力の向上  

これまでの防災対策を見直すとともに、今回の豪雨災害で得られた教訓を活かして

機能強化を図り、地域住民と一体となった新しい防災体制を築きます。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）防災意識の醸成  

 

○防災計画等の見直しと周知徹底 

今回の災害による各地区の被災状況等を踏まえ、防災計画やハザードマップの検証

を行い、必要な改定を行います。また、改定した防災計画等の周知徹底を図り、住民

の防災意識の醸成に努めます。 

また、復旧・復興に一定の目処が立った段階で、今回の災害で得られた教訓を後世

に伝えるため、防災記録誌（仮称）を作成します。 

 

 

ⅱ）防災機能の強化  

 

○防災機能の向上 

今回の災害規模に対応できるよう避難所や集落の防災機能の強化を図るとともに、

必要に応じて新たな自主避難所（公民館）の設置を行います。 

また、災害等の非常時に迅速に対応できるよう、備蓄機能等を有した防災拠点（防

災センター）の整備について検討します。 

 

  

（２）防災力の向上 

○防災計画等の見直しと周知徹底 ⅰ）防災意識の醸成 

  

ⅱ）防災機能の強化 

  

○防災機能の向上 

○緊急時の情報通信機能の向上 

○危険区域からの移転支援 
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○緊急時の情報通信機能の向上 

今回の災害において、緊急時の防災無線からの情報伝達や、被害状況の情報提供に

ついて、一部で支障をきたしました。 

災害時に行政と住民の双方向の情報伝達をスムーズに行うため、防災行政無線、ホ

ームページ、エリアメール、衛星電話、ＳＮＳなどを活用した新たな情報通信手段を

確立し、防災情報のデジタル化（文字化、伝達方法の重層化）を推進します。 

 

○危険区域からの移転支援 

現在、県において土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）内に居住する方の移転を

促進するための支援措置が講じられています。この制度を改めて周知して利用促進を

図るとともに、町独自での制度拡充を図ります。  



30 

 

≪産業の振興≫ 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に加え、豪雨災害の深刻な被害を受けてしま

った「なりわい」を、未来を見据えた新しい「生きがい」へ育て、磨き上げていくた

め、被災事業所等の再建支援に加え、新たな価値の創造や魅力・活力の向上に繋がる

各種のサポートを展開します。 

 

（１）農業の復旧・復興  

多くの農地が土砂流入により被災するとともに、農業協同組合でも浸水被害が生じ、

大きな損害をもたらしました。 

町の基幹産業といえる農業は、今後の町の発展にとって大変重要な存在であるため、

被災した農業用施設の整備やＩＴ技術の活用など、持続可能な農業と新たな魅力の創

出支援を行います。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）農地等の復旧  

 

○農地及び農業用施設の早期復旧 

被災した農地及び農業用施設について、速やかな復旧を行います。また、被災農家

等が自ら行う小規模な応急措置・軽微な補修等を支援します。 

 

 

ⅱ）創造的復興に向けた取組  

 

○事業継続の支援 

被災農家の経営再建に向け、「強い農業・担い手づくり総合支援金」の活用など、

継続的に支援を行います。  

２ 地域に根づき、広がる魅活力 

○農地及び農業用施設の早期復旧 ⅰ）農地等の復旧 

ⅱ）創造的復興に向けた取組 

 

（１）農業の復旧・復興 

（１）住まい・生活再建の支援 

○事業継続の支援 

○ＩＣＴを活用したスマート農業の推進 

○農業生産基盤の整備と担い手の確保 
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○農業生産基盤の整備と担い手の確保 

産地の維持と生産基盤を強化するため、被災状況を考慮し、創造的復興に向けた農

道や区画整理、用排水路の整備に取り組むとともに、ＪＡ等の関係団体と連携を図り

ながら、農地の貸借の推進と地域内外からの担い手・新規就農者の確保を行います。 

 

○ＩＣＴを活用したスマート農業の推進 

鳥獣被害を未然に防ぐため、ＩＰネットワークを用いた遠隔監視・管理体制を構築

し、捕獲情報の遠隔確認を可能とするなど、新たな鳥獣被害対策を行います。 
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（２）林業の復旧・復興  

今回の災害では多くの土砂災害や山地の崩壊が発生し、人工林や林道、作業路に甚

大な被害をもたらしました。 

林業の復旧・復興は、山林の多い本町での安全・安心の確保には欠かせない課題で

あり、引き続き力強く支援を行います。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）林道等の復旧  

 

○林道等の早期復旧 

森林の適正管理と木材の搬出に欠くことのできない林道の復旧工事を実施すると

ともに、被災した木材加工流通施設の再整備の支援を行うなど、林業の復旧・復興の

ための基盤を整えます。 

 

 

ⅱ）創造的復興に向けた取組  

 

○森林環境譲与税を活用した森林の強靭化 

町に交付される森林環境譲与税を活用し、手入れが進んでいない人工林の間伐等を

行うことで、災害の起こりにくい森林づくりを推進します。 

 

○森林の適正管理と経営支援 

森林の現状を把握し、適正な森林管理に努めるとともに、林業に関わる人員の確保

に向けた支援を行います。 

 

○木材利用の促進 

町産材を使用した住宅建築を促進し、町産材の需要拡大、木材産業の振興を図りま

す。また、幼児への木のおもちゃの贈呈を通じ、木に触れる機会を増やし、木材への

愛着を育みます。 

  

○林道等の早期復旧 ⅰ）林道等の復旧 

ⅱ）創造的復興に向けた取組 

 

（２）林業の復旧･復興 

（１）住まい・生活再建の支援 

○森林環境譲与税を活用した森林の強靱化 

○森林の適正管理と経営支援 

○木材利用の促進 
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（３）水産業の振興  

今回の豪雨により、大量の土砂と流木が海まで流され、漁場の環境悪化が懸念され

る事態が生じました。漁場の環境保全のためには、土砂災害の防止や堆積土砂の撤去、

海洋ごみの対策など総合的な対策が必要です。 

河川や海の環境を早期に回復させ、水産資源を守り育てることは、本町の水産業の

振興にとって欠くことのできないものです。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）水産業の環境整備  

 

○漁場の環境改善 

漁場の環境改善と水産資源の増加を図るために、県や漁協等と連携し、海底耕うん、

海洋ごみ（漂流ごみ、漂着ごみ、海底ごみ）の回収・処理、藻場の再生・保全活動を

実施します。 

また、佐敷川河口部の浅海化対策（浚渫）について、県に事業実施を要望して参り

ます。 

 

 

ⅱ）創造的復興に向けた取組  

 

○水産資源の回復・維持 

土砂の堆積などにより、漁場の環境悪化が懸念される水産資源の回復・維持のため

に稚魚・稚貝等の種苗放流を支援します。 

 

○水産物のブランド化推進 

令和元年１２月に地理的表示（ＧＩ）の認定を受けた「田浦銀太刀」は、市場関係

者からも高く評価されており、芦北町が全国に誇るブランド魚として広く認識されて

います。 

今後も、田浦銀太刀のブランド力を高めるとともに「サワラ」や「足赤えび」など

芦北町産の水産物の認知度向上を図ります。 

○漁場の環境改善 ⅰ）水産業の環境整備 

ⅱ）創造的復興に向けた取組 

 

（３）水産業の振興 

（１）住まい・生活再建の支援 

○水産資源の回復･維持 

○水産物のブランド化推進 

○水産加工品開発及び養殖技術等の向上 

○事業継続の支援 
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○水産加工品開発及び養殖技術等の向上 

水産加工品開発など、芦北町水産物加工施設を活用した水産物の付加価値の向上、

特産品の開発に取り組むとともに、マガキの養殖体制の強化や技術向上、その他水産

物の中間育成や新たな養殖等を検討し、地域水産業の振興を図ります。 

 

○事業継続の支援 

漁業者の各種負担の軽減を図ることで、漁業への意欲を維持し、所得の向上に繋が

るよう継続的に支援を行います。 

 

 

（４）商工業の復旧・復興  

災害後の芦北町を活気づかせ、賑わいを創出するためには、商工業の振興は欠かせ

ないものです。そのため、被災事業者の事業継続を支援するとともに、新規創業や事

業承継を支援することで、地域経済の好循環を実現します。 

また、東海カーボン（株）田ノ浦工場の敷地には、小田浦地区の排水が流れ込む構

造となっているため、同工場敷地内の排水対策の強化を図ります。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）なりわい再建  

 

○事業再建に向けた支援 

事業の再建の相談やなりわい再建支援補助金をはじめとする各制度の活用に係る

相談等に対応するため、商工会や県、よろず支援拠点等と連携して相談窓口を設置し、

被災事業者の一日も早い再興を支援します。 

なお、国持続化給付金又は県事業継続支援金上限額の給付を受けた事業者に対し、

町独自の上乗せ補助を行います。  

○事業再建に向けた支援 ⅰ）なりわい再建 

ⅱ）産業の活性化 

 

（４）商工業の復旧･復興 

（１）住まい・生活再建の支援 

○地域産品の販路拡大 

○新産業の誘致 

○副業人材の活用 

○遊水池の適正管理と排水機能の向上 ⅲ）東海カーボン(株)田ノ浦工場の支援 

○ＩＴ人材の育成及びＩＣＴの活用 ⅳ）地域産業の新たな担い手の育成 
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ⅱ）産業の活性化  

 

○地域産品の販路拡大 

今回の豪雨災害や新型コロナウイルス感染症拡大の影響で損なわれた地域産品の

販路や市場を回復させ、更なる販路拡大を図るため、ＥＣサイトによる販売を促進す

るとともに、各種の補助制度を活用し、継続的な販路確保・拡大の支援や新商品の開

発を支援します。 

 

○新産業の誘致 

遊休地や遊休施設等を活用した健康産業とそれらに付随する研究産業などの新産

業誘致を推進し、町民が体を動かせる機会を増やして健康づくりを増進するとともに、

雇用の創出を図ります。 

 

○副業人材の活用 

産業活性化をはじめ、町内の各種課題の解決を図るために、豊富な経験と知識を有

する大手企業等の副業人材を活用します。 

 

 

ⅲ）東海カーボン（株）田ノ浦工場の支援  

 

○遊水池の適正管理と排水機能の向上 

地区の排水路が接続され、工場敷地内の遊水池から県及び町管理の排水機場を通し

て海へ排水が行われていることから、土砂撤去等に係る費用を負担するなど、連携し

て適正な管理を行い、防災強化を図ります。 

また、排水機場が浸水して機能停止した状況に鑑み、耐水化を行うととともに、県

に対して排水機場の増設等の対応を求めていきます。 

なお、地区の排水施設について調査を実施し、調査結果を踏まえて排水路の拡張や

排水機場の整備を検討します。 

 

ⅳ）地域産業の新たな担い手の育成  

 

○ＩＴ人材の育成及びＩＣＴの活用 

サテライトオフィス計石及び誘致企業、芦北高校等と連携し、ＩＴ人材の発掘と育

成を行うことで、ＩＣＴを活用した創造的復興に繋げていきます。 

また、町内企業と連携し、農林水産業や防災に係る地域課題を、ＩＣＴの活用によ

り解決に導くとともに、新たなビジネス及び雇用の創出を図ります。 
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（５）観光業の復旧・復興  

新型コロナウイルス感染症拡大により、観光業は多大な影響を被っており、更に今

回の豪雨災害が発生したことで、事業者は二重の苦しみを背負うことを余儀なくされ

ています。 

今後、被災地としての注目を逆手に取り、芦北町を舞台にしたアニメがテレビ放映

されるなどの知名度向上のための追い風を最大限に活かしながら、観光資源の更なる

魅力向上を図り、交流人口の拡大を目指します。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）既存施設等の復旧、活用  

 

○芦北海浜総合公園の復旧 

今回の豪雨災害により被災した芦北海浜総合公園の改修を行い、早期の営業再開を

目指します。また、長寿命化計画を見直し、施設の適切な維持管理と更新を行ってい

きます。 

 

○観光うたせ船の活用による観光振興 

観光うたせ船は、熊本県を代表する芦北町の重要観光資源ですが、今回の豪雨災害

だけでなく、新型コロナウイルス感染症拡大の影響も受け、利用者が低迷している状

況です。 

今後、地元飲食店と連携した旅行商品の販売など、利用者の増加を図り、本町にし

かない魅力的な資源を活用した観光振興策を進めます。 

  

○芦北海浜総合公園の復旧 

○観光うたせ船の活用による観光振興 

ⅰ）既存施設等の復旧、活用 

ⅱ）更なる魅力の創出と情報発信 

 

（５）観光業の復旧･復興 

（１）住まい・生活再建の支援 

○魅力向上と新たな観光ルートの開発 

○情報発信の強化 

○ｅ-スポーツ･パラスポーツ大会等の誘致 
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ⅱ）更なる魅力創出と情報発信  

 

○魅力向上と新たな観光ルートの開発 

御立岬公園内に新たにキャンプ場の造成を行い、更なる活性化を図るなど、観光施

設の魅力を向上させます。 

また、他の市町村とも連携したフットパスイベントの開催など、新たな観光ルート

の開発も行っていきます。 

 

○情報発信の強化 

芦北町を舞台とし、全国で放送されたテレビアニメ「放課後ていぼう日誌」を新た

な観光資源として活用するとともに、既存の観光素材等の観光ＰＲを強化し、芦北町

の情報を全国へ発信します。 

 

○ｅ-スポーツ・パラスポーツ大会等の誘致 

これまで、芦北町においては様々なスポーツの大会や合宿が行われていますが、更

に裾野を広げてスポーツによる地域振興や社会体育の推進を図るため、より多くの方

が参加できるパラスポーツや新たなスポーツ産業として注目されている e-スポーツ

を含めて、復興を記念したイベントの開催など、県と連携して誘致を目指します。 

  



38 

 

≪社会基盤の復旧・復興≫ 

被災した道路や河川等の社会基盤の復旧・改良を早期に行うとともに、砂防対策等

の防災事業を進め、安全・安心の暮らしを支えていきます。 

また、豊かな自然と共生し、基幹産業である農林水産業の振興を図るためにも、農

地や山林の復旧は急務であり、強靭かつ柔軟性をもった基盤整備を進め、安全・安心

のグレードアップを図ります。 

 

（１）道路・橋梁等の復旧・復興  

日常生活や急病・負傷者発生による緊急時等、車両の依存度が高い本町において、

交通インフラの復旧は優先度の高い重要な事業のひとつであり、一日も早く復旧完了

を目指すため着実に事業を実施します。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）道路等の復旧  

 

○被災した道路の早期復旧 

①被害状況及び応急復旧  

・道  路…通行止め   １５０箇所 → １月２２日現在 ４路線 

（町 道） 路肩崩壊   大型土のう及び鋼鈑敷設 

法面崩壊   崩土撤去及び法面掘削 

②本復旧  

災害査定について 

・激甚災害（本激）に指定 

（令和２年（2020年）８月２５日閣議決定、８月２８日公布・施行） 

災害査定は、令和２年（2020年）９月１４日に開始され、令和３年１月２２日（第

２１次査定）まで実施し、１９１件で２０．２億円となりました。 

  

３ 暮らしを支えるしなやかな町をつくる 

○被災した道路の早期復旧 

○「命をつなぐ空の道」の開通 

○ＪＲ肥薩線の早期復旧の要望 

ⅰ）道路等の復旧 

ⅱ）橋梁の復旧 

 

（１）道路･橋梁の復旧･復興 

（１）住まい・生活再建の支援 

○被災した橋梁の早急な復旧 

○吉尾大橋（仮称）の整備要望 
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●災害査定件数                ※( )内は工区数 

区 分 査定件数 査定額(億円) 

道路 １９１(２７２) ２０．２ 

河川 ２２９(６７０) ２８．７ 

合 計 ４２０(９４２) ４８．９ 

災害査定については、原形復旧を基本としますが、再度被災しないため強度を高

めた改良設計を用いて、令和２年度から順次工事に着手します。 

 

●地区別被害状況         単位:箇所 ※( )内は工区数 

地 区 道 路 河 川 

佐敷 ６０(７８) ５７(１３１) 

湯浦 ２７(４１) ２８( ５３) 

吉尾 ３４(４３) ４３(１５９) 

大野 ３２(６０) ５６(１７６) 

田浦 ３８(５０) ４５(１５１) 

合 計 １９１箇所(２７２) ２２９箇所(６７０) 

 

○「命をつなぐ空の道」の開通 

全ての集落に複数の道路をつなぎ、災害時の「命の道」を確保することが望まれま

すが、道路整備には相当の期間を要することから、今後、仮に孤立集落が発生した際

にも、ドローンによる薬や食料などの緊急物資の輸送を行う「命をつなぐ空の道」を

確保するため、運用の実証実験を開始し、早急に実施可能な体制を整えます。 

 

○ＪＲ肥薩線の早期復旧の要望 

町民の日常生活の移動手段としてだけでなく、八代・球磨地域を含めた広域的な観

光振興に寄与するＪＲ肥薩線の早期復旧は地域のために欠かせないものであり、沿線

自治体と連携して早期復旧を求めていきます。 

 

 

ⅱ）橋梁の復旧 

 

○被災した橋梁の早急な復旧 

豪雨災害によって失われた球磨川を渡河する橋梁は、設置箇所等を精査した上で新

たに整備するよう国や県などの関係機関と連携します。 

 

○吉尾大橋（仮称）の整備要望 

孤立集落を生じさせず、災害発生時の救出作業や物資輸送を行うための複数の道路

を確保し、球磨村及び八代市を含めた球磨川流域の集落へ通じる道路の多重性を確保

するため、吉尾地区の架橋について、国・県に要望していきます。  
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（２）河川の復旧・復興  

今回のような豪雨災害の被害を二度と発生させないため、強度を高めた復旧や河床

の掘削を含めた河川改修など、あらゆる手段を検討し、被災経験を含めた治水対策を

迅速に進めていきます。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

ⅰ）河川の復旧  

 

○河川の原形復旧・改修 

国や県と連携し、佐敷川、湯の浦川、田浦川、吉尾川、その他支川の復旧工事を迅

速に進めます。 

なお、球磨川については、国・県・球磨川流域市町村により「球磨川流域治水協議

会」が設置され、治水のあり方の検討を行っており、佐敷川については、県により改

良復旧事業が実施されます。 

 

①被害状況及び応急復旧  

・河  川…護岸崩壊   大型土のう等設置 

河川埋塞   掘削 

②本復旧  

災害査定について 

・激甚災害（本激）に指定 

（令和２年（2020年）８月２５日閣議決定、８月２８日公布・施行） 

災害査定は、令和２年（2020 年）９月１４日に開始され、令和３年（2021 年）

１月２２日（第２１次査定）まで実施し、２２９件で２８．７億円となりました。 

 

○堆積土砂の掘削 

越水等の要因ともなり得る河川内の堆積土砂については、国や県と連携し、計画的

に早期撤去を行います。 

  

○河川の原形復旧・改修 

○堆積土砂の掘削 

ⅰ）河川の復旧 

（２）河川の復旧･復興 

（１）住まい・生活再建の支援 
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（３）治山事業  

町民の命や財産をはじめ、山林や農地などに深刻な被害を与えた土砂災害を防ぐた

め、治山事業の早期着手と復旧に取り組みます。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

ⅰ）治山  

 

○治山事業 

山腹崩壊や土石流などが発生した山地の復旧及び災害発生が懸念される山地にお

ける災害防止のため、国や県と連携し、早急な対策を図ります。 

 

 

（４）上下水道施設の復旧・復興  

日常生活において必要不可欠な水の確保と環境に配慮した生活排水処理は住民生

活の再建にとって必要不可欠であり、一貫した対応が必要となります。今なお土砂災

害で被災した水道施設の本復旧ができていない地区もあるため、早急な復旧工事を進

めます。 

また、排水路等の排水状況を検証し、土砂の堆積や溢水を軽減するなどの機能向上

を図ります。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）上下水道の復旧  

 

○上下水道施設の早期復旧 

・町水道 

○上下水道施設の早期復旧 ⅰ）上下水道の復旧 

 

○治山事業 

ⅱ）排水路の整備 

 

ⅰ）治山 

（４）上下水道施設の復旧･復興 

（１）住まい・生活再建の支援 

（３）治山事業 

（１）住まい・生活再建の支援 

○排水路の調査や拡張、排水機場の増設 

○合併浄化槽への入れ替えに対する支援 
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停電・浄水場冠水・管破損により、施設の運転不能や多数の漏水が発生し、一

時は給水区域内全域が断水しましたが、応急復旧により７月２３日までに全戸の

断水が解消されました。 

今後、災害復旧事業により本復旧を行います。 

 

・地域水道 

土砂災害による水源や管の破損などにより、２０箇所以上の施設が被災したた

め、被災した水道施設の復旧に係る費用を支援していきます。 

 

・農業集落排水 

中継ポンプ制御盤の浸水被害によりポンプが停止しましたが、応急復旧により

制御盤を修理し、自動運転が可能となりました。 

今後、災害復旧事業により本復旧を行います。 

 

 

ⅱ）排水路等の整備  

 

○排水路の調査や拡張、排水機場の増設 

今回の災害を踏まえ、現地調査を含めた排水施設の調査・確認を実施します。調査

結果を踏まえ、地域の実情に鑑み、排水路の拡張や排水機場の整備を行います。 

 

○合併浄化槽の入れ替えに対する支援 

被災家屋の建て替えに伴う合併浄化槽の入れ替えに対する支援に取り組みます。 
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（５）まちなみ景観等の整備  

被災した地域などの復旧に当たり、防災機能の向上だけでなく住み慣れた地域に更

に愛着を持てるよう景観に配慮した温かみのあるまちなみづくりを推進します。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）地域の活力や安全・安心に繋がる景観整備  

 

○地域の活力を生む空き地・空き家対策 

被災者の転居や被災住宅の解体などにより、空き地や空き家の増加が見込まれるこ

とから、関係部署が連携して空き地・空き家対策を検討し、利活用を行っていきます。 

なお、被災した旧・社会教育センターは解体を余儀なくされており、解体跡地は公

園や広場として整備します。 

 

○活気ある商店街の形成 

空き店舗の活用に対する支援を行うほか、街路灯の設置を支援するなど、商店街の

活気を創出する取組を実施します。 

  

○地域の活力を生む空き地･空き家対策 

○活気ある商店街の形成 

ⅰ）地域の活力や安全・安心に繋がる景観整備 

（５）まちなみ景観等の整備 

（１）住まい・生活再建の支援 
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≪教育・文化の復旧・復興≫ 

豪雨災害を「芦北町の魅力を再認識する機会」と捉え、守り誇れる地域づくりに取

り組むことは防災の第一歩と考えられます。 

被災した学校施設の復旧はもちろん、子どもたちの心のケアや地域住民の交流から

生まれる学びの場づくりに取り組み、「学び」と「絆」の両輪で誇れる未来（あしき

た）を創り上げます。 

 

（１）魅力ある教育環境の整備  

今回の豪雨災害により、町内の小中学校において建物の浸水や汚泥流入などの被害

が発生し、児童・生徒の教育環境の整備が急務となっています。 

次代を担う子どもたちが、従来の環境で授業を再開できるよう、迅速な復旧に取り

組むとともに、ＩＣＴを活用した学習分野の拡充と魅力向上に努め、芦北にしかでき

ない「学び」の環境整備を行います。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）教育施設の復旧  

 

○被災小中学校の復旧工事 

豪雨災害により甚大な被害を受けた佐敷小学校及び佐敷中学校の児童・生徒の日常

（学校生活）を取り戻すため、仮設校舎による学校再開や学校施設の復旧等に取り組

みます。 

 

 

ⅱ）被災後の教育環境の整備  

 

○スクールバスによる送迎 

仮設住宅からスクールバスによる通学を実施するとともに、新型コロナウイルス感

染症対策を講じた運行計画を検討し、安心して学校に通える環境を整備します。  

４ 地域で学び、誇れる未来を創る 

○被災小中学校の復旧工事 ⅰ）教育施設の復旧 

ⅱ）被災後の教育環境の整備 

 

（１）魅力ある教育環境の整備 

○スクールバスによる送迎 

○心のケア 

○ＩＣＴ等を活用した学習環境の整備 ⅲ）更なる教育環境の充実 
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○心のケア 

災害や長期にわたる避難生活などにより心身への疲労蓄積が懸念される児童・生徒

に寄り添い、メンタルヘルスケアやスクールカウンセリングなどに取り組みます。 

 

 

ⅲ）更なる教育環境の充実  

 

○ＩＣＴ等を活用した学習環境の整備 

本町唯一の高校である芦北高校、ＩＴ企業、町の３者連携によるＩＣＴ等を活用し

た事業を計画し、本町にしかできない教育環境を整備することで、高校の魅力及び高

校生の持つ創造力の向上を図ります。 

また、小中学校においては、一人１台配備したタブレット等を活用し、ＩＣＴ教育

の更なる充実を図ります。 

 

 

（２）学びの機会の充実（生涯学習・社会教育）  

地域学習やスポーツを通じた「学び」は、健やかな心を育む上で欠かすことができ

ないものです。災害によって奪われた学習と交流の機会を取り戻すため、教育施設等

の早期復旧と、コミュニティセンターを活かした新たな学びの場創出に取り組みます。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）社会教育施設・社会体育施設の復旧  

 

○社会教育施設の復旧・活用 

コミュニティセンターを中心とした各種講座の実施と図書館・子ども広場の運営に

取り組み、新たなコミュニティの場づくりに努めるとともに、既存施設の復旧・活用

方法を検討し、魅力ある「学び」の場を創造します。 

 

○社会体育施設の復旧・活用 

スポーツなどを通じて築かれていたコミュニティの復活と、町民の健全な体づくり

に繋がるよう、各体育施設の復旧や備品等の整備を進めます。 

ⅰ）社会教育施設・社会体育施設の復旧 

ⅱ）新たな学びの場の創設 

（２）学びの機会の充実（生涯学習・社会教育） 

○社会教育施設の復旧・活用 

○社会体育施設の復旧・活用 

○既存施設を活用した学びの場創出 
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ⅱ）新たな学びの場の創設  

 

○既存施設を活用した学びの場創出 

御立岬公園や旧計石小学校など、町の既存施設を活用した学びの場をつくり、水

俣・芦北地域雇用創造協議会とも連携して、異業種間交流をはじめとする様々な地域

学習を推進します。 

 

 

（３）文化財等の復旧  

地域への愛着と誇りを醸成する地域内の文化財を適切に保存・管理を行っていく必

要があるため、被災した文化財等を適切に復旧させ、町民の財産を後世に継承します。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）各施設の復旧事業  

 

本町の歴史を学び伝えるため、貴重な文化資源の復旧・管理に取り組みます。 

 

 

ⅱ）民間団体等による復旧の支援  

 

地域の魅力や特色の一つでもある民間所有の文化財の修復に対するサポートに取

り組みます。 

 

  

ⅰ）各施設の復旧事業 

ⅱ）民間団体等による復旧の支援 

（３）文化財等の復旧 

（１）住まい・生活再建の支援 
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≪コミュニティの維持・再生≫ 

豪雨災害は、甚大な被害をもたらした一方で、住民相互の救助・支援や町外からの

ボランティアなど「繋がり」の大切さを再認識することができました。 

町内だけでなく町外との繋がり（コミュニティ）は、災害時に大きな役割を果たす

ことに加え、今後のコミュニティの発展には欠かせない重要な要素であるため、自助

や共助に繋がる支援に取り組みます。また、豪雨災害の影響が著しい地域コミュニテ

ィの再生を図ります。 

 

 

（１）災害に強いコミュニティの形成  

災害発生後の緊急・応急期において、住民同士の「共助」は最初の防災対策と考え

られます。「防災」だけでなく、予防的避難や自主防災組織による地域での呼びかけ

や避難訓練などは人的被害を発生させない「減災」に直結するものであるため、自主

防災組織や消防団などとの連携を強化し、地域の防災力向上に繋がる支援に取り組み

ます。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）防災活動の核となるコミュニティの再生・強化  

 

○共助の基礎となるコミュニティ活動の支援 

避難誘導や救助活動など、災害時においては地域のコミュニティが重要な役割を果

たしているため、地域コミュニティの再生・強化を図り、新型コロナウイルス感染症

拡大防止に努めながら地域内の交流促進を図ります。 

 

○地域の防災活動の支援 

自主防災組織が主体となり、消防団等と連携して地域の特性にあった避難誘導計画

の作成や防災訓練の実施ができるよう、研修会の開催や資機材整備の支援を行います。 

また、仮設住宅においては、コミュニティ（自治会）活動を円滑に行えるよう適切

なサポートを行います。 

５ 繋がりから生まれる地域の底力 

○共助の基礎となるコミュニティ活動の支援 

○避難行動の習慣化 

○地域の防災活動の支援 

ⅰ）防災活動の核となるコミュニティの再生・強化 

（１）災害に強いコミュニティの形成  



48 

 

○避難行動の習慣化 

地域における避難訓練により、いつでも誰でも即刻避難ができる体制をつくり、「逃

げ遅れゼロ」の実現を目指します。 

 

 

（２）地域の新たな魅力と活力の創造  

コミュニティの活性化には、防災活動だけでなく、美化清掃活動や祭りなど「顔が

見える地域の輪」づくりが重要です。防災力向上にとどまらない新たな魅力づくりや

地域の定期的な活動に対する支援に取り組み、地元愛を育むとともに、地域を越えた

交流の促進を図ります。 

【施策の体系】 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ）災害を契機とした新たな繋がり  

 

○大学等と連携した地域の活性化 

熊本県立大学をはじめ、大学等からのフィールドワーク学習を町内の事業者等と連

携して積極的に受け入れ、災害で得られた教訓を伝える出前授業を実施するなど、産

学官連携した地域活性化を進めます。 

 

○感謝を伝える広報活動 

全国各地から届けられた様々な支援に対する感謝の気持ちを伝えるとともに、支援

を契機に芦北町の魅力を伝えるために、ＷＥＢ上での動画公開などによる広報活動を

展開します。 

 

 

ⅱ）安全で活気あふれる地域づくり  

 

○安全・安心の定住促進 

被災された町民をはじめ、移住希望者などが、被災の不安を抱えることなく安全・

安心を実感でき、ここに住みたいと思える環境整備やサポートを実施します。 

 

○大学等と連携した地域の活性化 

○感謝を伝える広報活動 

ⅰ）災害を契機とした新たな繋がり 

ⅱ）安全で活気あふれる地域づくり 

（２）地域の新たな魅力と活力の創造 

○安全・安心の定住促進 

○活気ある地域づくり 
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○活気ある地域づくり 

新型コロナウイルス感染症拡大を要因とした地方移住への関心が高まっており、本

町でもサテライトオフィス計石への企業進出が進むなど、外部からの新たな人の流れ

が生まれています。地域住民とこれらの新たな人材がそれぞれの強みを活かすととも

に、地域課題解決に資するデジタル化を進めるなど、復興に向けて持続可能で活気あ

るコミュニティを創出します。 

 



 

芦北町復旧・復興計画 

発行：芦北町役場 総務課復旧・復興推進室 

〒８６９－５４９８ 熊本県葦北郡芦北町大字芦北２０１５ 

  電 話：０９６６－８２－２５１１（代表） 

  ＦＡＸ：０９６６－８２－２８９３ 

  Ｅ－ＭＡＩＬ：fukkou@town.ashikita.lg.jp 


